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1 ．公共下水道事業経営戦略について

当市の下水道事業は昭和35年に着手して以来、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、豪雨による
浸水被害の軽減等を目的に整備を進めており、現在、未普及地域の解消に向けて第8期事業に取り組んでい
ます。
現在、人口減少等に伴い、使用料収入の元となる有収水量の減少が懸念される中、これまで整備を進めて
きた施設の老朽化対策や地震等の災害対策も必要であり、今後の経営環境はこれまで以上に厳しさを増すこ
とが予想されます。
このような経営環境のもとで、将来にわたって安定的に下水道事業を継続していくために、中⾧期的な視点に
立った指針として、令和２年度に、10年間の収支を均衡させた投資・財政計画からなる経営戦略の策定を行
い、計画的な経営基盤の強化を目指しております。



老朽化が進む施設の状況（これまで整備してきた管渠）

２．下水道経営の現状と課題について（急増する施設・設備の老朽化）

管路施設については、一般的に道路陥没の危険性が増大するといわれている30年を経過した管渠は、
令和４年度末で、約43％に達しており、今後、耐用年数を経過した管渠も年々上昇し、本格的に老朽
化対策が必要な時期を迎えます。
また、下水処理場、雨水ポンプ場の電気・機械設備の約９1％が耐用年数を超過しており、現在、スト
ックマネジメント計画を策定し、改築、更新による老朽化対策を進めている状況です。

耐用年数経過

現在、耐用年数を超過した管渠
施設は少ない状況ですが、近い
将来、大量に発生し、現在、その
入口の前にいる状況

30年経過



耐震化の状況（下水処理場）
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３．下水道経営の現状と課題について（地震等の災害対策）

管渠の耐震化率は、令和４年度末で、重要な幹線等は42.9%と、全国平均53.8%と比べて約
11%程度低くなっています。処理場は、優先順位を付け耐震診断を行っており、管理棟、ポンプ棟の耐震
補強が完了し、機械棟の耐震工事に取り組んでいます。ポンプ場は、施設の改築・更新にあわせ耐震補強
を進められるよう、順次耐震診断を進めています。
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企業債の状況

４．下水道経営の現状と課題について（企業債の状況、人口減少等）

これまで、管渠や雨水ポンプ場、下水処理場などの整備に
積極的に投資してきた結果、令和４年度末の企業債残高
は約331億円と近隣市と比較しても圧倒的に多額の借金
を抱え、将来の世代に多額の負債を残しかねない状況と
なっております。
現在の経営戦略では、10年間で50億円以上の削減を
目標にしており、今後も、中⾧期的視点を持って、企業債
残高を圧縮し、経営の健全化に努める必要があります。
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人口減少等（有収水量減少）に伴う使用料収入への影響

下水道の整備により、年間使用件数は増加している
一方で、使用料収入の算定となる有収水量については
、令和11年頃まで横ばいと予測しておりましたが、人口
減少や節水器具の普及等に伴い、令和3年度以降、減
少に転じております。
令和4年10月使用分から下水道使用料の改定を行
いましたが、今後の有収水量の状況については、注視し
ていく必要があります。
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５．投資・財政計画について

経営戦略における投資・財政計画の策定にあたっては、基本方針である「安定した下水処理と持続可能
な下水道経営」を基に、経営上の課題や現在進行中の業務等を踏まえて、中⾧期的な視点で具体的な投
資を反映し、施設の老朽化対策と財政の健全性のバランスを見据えた10年間の計画を採用しておりま
す。

経営戦略策定後においては、将来にわたって健全で安定した経営を行うため、「計画策定（Plan）、実施
（Do）、検証（Check）、見直し（Action）」のPDCAサイクルに基づいて、毎年度の決算確定後に、
財政面においての評価を行う等、検証作業を行い、計画と実績との乖離及びその原因を分析するとともに、必
要に応じて投資・財政計画の見直しも行います。
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数 値 目 標

経営指標等 実績値

経常収支比率 100％以上 100％以上

～安定した下水処理と持続可能な下水道経営～

・健全で持続可能な経営 ・効率的な汚水整備による生活環境の向上
・持続可能な下水道事業のための ・効率的な雨水整備による内水被害の
 知識・技術の習得と継承  軽減・解消

・安全で安心な生活環境の持続的提供 ・広域資源及び民間ノウハウの有効活用
・災害に強い下水道を効率的に構築  による循環型社会の構築
・適正管理による生活環境の保全

経営基盤の強化による経営の安定化 下水道の適正な処理と普及

災害に強く持続可能な下水道 資源の有効利用、循環型社会の構築



６．経営戦略策定後の経営環境等の変化について

電気代の高騰や物価高等により、維持管理コスト
が上昇し、特に汚泥処理に係るコスト、施設の運転
に係る電力コストの増加が著しく、事業経営に大き
な影響を与えかねない状況となっています。
また、⾧期金利の上昇（平均借入金利Ｒ3:
0.49％→Ｒ4:1.03％）により、資金調達コスト
が上昇しており、今後の金利の動向にも留意する必
要があります。

電気代の高騰、物価上昇による影響等

下水道整備区域の見直し、官民連携のさらなる活用

汚水処理の早期概成を目的とし、令和4年度に審議頂き、下水
道整備区域の見直しを行い、全体計画区域（4,453ha）をほ
ぼ事業計画区域（2,576ha）まで縮小し、国が示す令和8年
度までの汚水処理概成に対し、下水道整備区域についてはほぼ概
成する見込みとなっております。
また、民間事業者の創意工夫やノウハウによるコスト削減を取り
入れるため、国の助成制度を活用し、官民連携(PPP/PFI手法)
のさらなる導入に向けた検討を進めております。
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７．下水道経営戦略の見直しについて

主な見直し内容について

① 使用料収入について、直近の人口動向や有収水量の推移等を踏まえて、令和４年度に実施
した使用料改定を反映

② 汚泥処理費や動力費等の維持管理コストに物価上昇等を反映

③ 施設の老朽化を踏まえた適切な更新費用の反映と持続可能な健全経営に向けた企業債
残高の削減

見直し実施における主な事項

経営戦略は、3～5年毎に見直しを実施することとしており、現行の経営戦略は策定から３年目で
あり、現在の基本方針である「安定した下水処理と持続可能な下水道経営」を踏襲した上で、下
水道使用料の改定や下水道事業計画の見直しといった経営環境の変化や物価高といった社会
情勢の変化等を踏まえ、国が示す戦略策定・改定マニュアル等に沿った形で見直しを進め、次に掲
げる事項等を投資・財政計画に盛り込み、経営基盤の強化を進めます。
なお、計画期間は現行の「令和3年度から12年度」を、「令和６年度から15年度」に変更します。

基本方針である「安定した下水処理と持続可能な下水道経営」を踏襲


